
特定地域づくり事業協同組合が行う労働者派遣事業における派遣禁止業務の規制緩和

　

特定地域づくり事業協同組合制度

港湾運送業務

警備業務

建設業務

病院等における
医療関連業務

労働者派遣法における派遣禁止業務

・事業者単位で見ると年間を通じた仕事がない。
　安定的な雇用環境、一定の給与水準を確保できない。
⇒人口流出の要因、UIJターンの障害

人口急減地域の課題

・地域全体の仕事を組み合わせて年間を通じた仕事を創出
・協同組合で職員を雇用し事業者に派遣
⇒地域の担い手を確保

制度の概要

・地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律（特定地域づくり事業推進法）
・労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律 （労働者派遣法）
・中小企業等協同組合法

関係法令

林業のうち、

地ごしらえ：建設現場における整地業務と類似

植栽業務：土地の改変が行われる

建設業務に該当し、派遣禁止

「労働者派遣事業関係業務取扱要領」

林業事業者の特定
地域づくり事業協同
組合の加入に支障

○地ごしらえ・植栽
・比較的高度な技術が　

　求められない

・派遣職員に担って欲しい

　との現場ニーズ

・２～３月を中心に労働

　需要が見込まれる

　特定地域づくり事業が実施する労働者派遣事業において、派遣禁止業務となっている林業の「地ごしらえ」と「植栽業務」に
対する規制を緩和し、労働者派遣が可能な業務とするよう提言。

提言内容

林家数・・・20,371戸

林業経営体・・・2,128経営体
（平成２７年度時点：高知県HP「統計データ令和

元年度高知県の森林・林業・木材産業（2015年農

林業センサス）」より）

高知県の林業事業者
林業事業者を始め地域の方々の特定地域づ

くり事業協同組合への参入が活発に！

・組合員候補の増加
・特定地域づくり事業の全体の業務が拡充

料金

組合員

一次産業

三次産業

二次産業

その他

派遣
出
資

給与支給

特定地域づくり事業協同組合

派遣職員

特定地域づくり事業協同

組合設立の促進！

規
制
緩
和

○派遣可能な業務
下刈り、つる切り、除伐、枝打、
間伐、伐採、枝払い、集材等

ギャップ

検討を進める中での課題

（厚生労働省職業安定局）

県内市町村のニーズ

３町１村が検討中



林業における作業別死亡災害
（平成２７年～令和元年）

伐木作業 造材作業
（枝払い・玉切り）

集運材 輸送 造林 その他 計

件数 １２２件 ４件 ２６件 ９件 ０件 ２２件 １８３件

死亡率 ６６．７％ ２．２％ １４．２％ ４．９％ ０％ １２．０％ －
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※林業・木材製造業労働災害防止協会HP「林業における作業別、死亡災害発生状況（平成２７年～令和元年）」を基に作成


